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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月
平成18年
３月

平成19年
３月

平成20年
３月

平成21年
３月

平成22年
３月

売上高（千円） 13,559,16211,723,52310,491,78610,389,3949,282,588

経常利益（△は損失）（千円） 57,603 71,608 2,175△146,505 12,147

当期純利益（△は損失）（千円） 57,103 205,753 15,559△364,454 25,645

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 703,310703,310703,310703,310703,310

発行済株式総数（株） 14,066,20814,066,20814,066,20814,066,20814,066,208

純資産額（千円） 946,8491,150,221913,042638,944640,250

総資産額（千円） 8,907,4467,789,4066,185,5645,492,1995,446,886

１株当たり純資産額（円） 67.35 81.83 64.97 45.50 45.60

１株当たり配当額（円）

（内１株当たり中間配当額）

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

１株当たり当期純利益（△は損失）

（円）
4.06 14.64 1.11 △25.94 1.83

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 10.6 14.8 14.8 11.6 11.8

自己資本利益率（％） 6.8 19.6 1.5 △47.0 4.0

株価収益率（倍） 36.0 7.0 56.8 △1.0 27.9

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
482,961260,415699,028 59,769 350,631

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
385 △6,356 △12,232 △3,767 △3,995

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
75,637△1,009,900△688,170△209,934176,947

現金及び現金同等物の期末残高（千円） 1,259,649503,831498,121344,189867,966

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

53

(5)

50

(6)

49

(6)

50

(5)

47

(4)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２【沿革】
年月 概要

昭和10年11月現兼松㈱の羊毛研究所として兵庫県揖保郡揖保川町に設立。

昭和14年２月 兼松羊毛研究所を独立法人とし、兼松羊毛工業㈱となる。資本金250万円。

昭和17年２月 戦時中、国の企業整備要綱に基づき、兼松系と栗原系が合併、社名大同毛織㈱となる。資本金670万円。

昭和24年10月企業再建整備令により、兼松系と栗原系は分離、兼松系は兼松羊毛工業㈱として発足し、竜野工場、東京

支店、大阪営業所を傘下にする。資本金1,500万円。

昭和26年２月 株式を大阪証券取引所に上場。資本金１億円に増資。

昭和27年８月 資本金２億５千万円に増資。

昭和37年７月 資本金６億２千５百万円に増資。

昭和39年10月数度の増資の後、現在の資本金７億331万400円となる。

昭和58年１月 シロン㈱の毛皮部、宝飾部を吸収合併し、当社シロン事業部として発足。

昭和62年４月 紡績製造部門の竜野工場を分離し、100％出資子会社兼羊タツノ㈱を設立。

昭和62年８月 兼羊タツノ㈱へ紡績部門の営業を譲渡。

昭和62年10月兼松寝装㈱と合併し、当社寝装本部として発足。

昭和63年７月 本社、シロン事業部、寝装本部の事業所を現在地へ統合し本社とする。

平成６年11月 中国に合弁会社「浙江正松紡織有限公司」を設立。

平成７年３月 東京支店を閉鎖。

平成７年12月　 竜野工場（兼羊タツノ㈱）を閉鎖。

100％出資子会社㈱カネックスを設立。

平成11年10月兼松㈱よりリビング部門の営業譲渡を受け、当社第四事業部として発足。

東京営業所、広島営業所開設。

平成12年３月 中国の合弁会社「浙江正松紡織有限公司」の出資持分を譲渡撤退。

平成12年10月商号を兼松羊毛工業㈱からカネヨウ㈱へ変更。

平成13年９月 大和高田営業所開設。

平成14年４月 上海駐在員事務所開設。

平成15年６月 大和高田営業所閉鎖。

平成16年10月広島営業所閉鎖。

平成17年12月上海駐在員事務所閉鎖。
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３【事業の内容】

　当社の企業集団は、子会社１社（㈱カネックス）、その他の関係会社１社（兼松㈱）で構成され、寝装用原料・製品、

ムートン・インテリア製品、生活関連雑貨、ニット反物等の販売を主な事業内容としております。

　当社及び兼松㈱は、㈱カネックスに商品の保管と配送を一部委託しております。

　

　事業の系統図は次の通りであります。

　

４【関係会社の状況】

その他の関係会社

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有又は被
所有割合

関係内容 摘要

兼松株式会社 東京都港区 27,781,141千円 卸売業 被所有　30.9％
商品の仕入。

役員の兼任有り。
（注）

（注）　有価証券報告書の提出会社であります。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

47人（4人） 44.1才 13年0ヶ月 4,982千円

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2）労働組合の状況

　当社の組合は、カネヨウ労働組合を結成し、ゼンセン同盟に加盟し、会社とは正常な労使関係を維持しております。

　なお、組合員数は25名であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　平成20年の米国発の世界的な金融危機、それに引き続いた実体経済の悪化は各国政府の景気浮揚策等の効果によ

り歯止めが掛かり、景気は期初の「底打ち感」から斑模様ながら「回復感」へと改善を示し、二番底に対する懸念

も薄れつつあります。 

日本経済は中国を含む新興国の急回復にも支えられ、外需主導で回復しつつあります。企業の輸出が拡大し生産

や収益が増え、設備投資や雇用にも下げ止まり感が出てきました。しかしながら、消費者物価は依然デフレの状態

にあり、失業率も高水準が続いており、景気回復の実感の乏しい状態が長引くと思われます。

　このような環境の中で当社は、前期に多額の損失を計上したことを踏まえ「収益力の再構築への出直し」を掲げ、

主力事業である寝装・リビング・インテリア分野を中心として、「東京市場の集中的攻略」「新規商権・商材の開

拓」「在庫の適正管理」の基本的営業戦略を維持・推進するとともに、経営コストの削減、物流経費の見直しを実

行し収益力の向上に努めてまいりました。全売上高に占める東京市場に対する売上高比率は、羽毛原料価格の下落、

オフィス家具需要の激減等の要因により、39.6%と前年同期比－1.2%という結果となりました。東京営業部はそうし

た中で増収となりましたが、その他の部門は総じて減収を余儀なくされました。新規商権・商材に関しましては、マ

テリアル部での布団の中芯材等の半製品取引の拡大、インテリア部での大手通販との新たな取引開始、アパレル素

材部での大手アパレルとの取引開始等、収益力の強化に向けての手を打ってまいりました。売上総利益率は6.99%と

前年同期比0.4%改善し、売上減に伴う利益減をある程度減殺することが出来ました。

　以上の結果、売上高は92億82百万円（前年同期比89.3%）と大幅な減収となりました。主な要因といたしましては、

弱家電取引よりの撤退、非効率取引の縮小に加え、上記の羽毛原料取引・オフィス家具取引での減収があげられま

す。経常利益は12百万円（前年同期は1億46百万円の損失）、当期純利益は貸倒引当金戻入益14百万円を特別利益に

計上した結果25百万円（前年同期は3億64百万円の損失）となりました。ネット有利子負債は前年同期比3億23百万

円の減少、在庫金額は前年同期比2億81百万円の減少と、両者とも大幅に減らすことが出来ました。 

　

(2）キャッシュ・フローの状況

 当期のキャッシュ・フローにつきましては、現金及び現金同等物は、５億23百万円増加し、その結果当期末残高は

８億67百万円となりました。当期のキャッシュ・フローの内訳は以下の通りであります。

　

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当期において営業活動の結果得られた資金は３億50百万円（前期は59百万円の獲得）となりました。これは主

に、税引前当期純利益の増加、たな卸資産の減少によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当期において投資活動の結果使用した資金は３百万円（前期も３百万円の使用）となりました。これは主に、投

資有価証券の売却による収入があったものの、長期未収入金が増加したことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当期において財務活動の結果得られた資金は1億76百万円（前期は２億９百万円の使用）となりました。これは

主に、長期借入金の増加によるものであります。
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２【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　商品仕入実績を事業の部門別に示すと次の通りであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

東京営業部（千円） 1,377,912 93.8

マテリアル部（千円） 2,530,933 84.1

リビング部（千円） 844,656 84.7

インテリア部（千円） 1,864,430 94.4

アパレル素材部（千円） 518,148 85.6

ホームアメニティ部（千円） 1,185,076 78.8

事業開発室（千円） 30,608 162.8

合計（千円） 8,351,765 87.2

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度において部門の一部統合をおこなっております。前年同期比は変更後の数字で記載しておりま

す。

　

(2）販売実績

　商品販売実績を事業の部門別に示すと次の通りであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

東京営業部（千円） 1,575,250 106.2

マテリアル部（千円） 2,755,568 85.7

リビング部（千円） 938,710 80.7

インテリア部（千円） 2,068,699 93.2

アパレル素材部（千円） 607,514 92.3

ホームアメニティ部（千円） 1,301,731 80.5

事業開発室（千円） 35,113 110.0

合計（千円） 9,282,588 89.3

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度において部門の一部統合をおこなっております。前年同期比は変更後の数字で記載しておりま

す。
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３【対処すべき課題】

　日本経済の景気回復実感の乏しい中、当社を取り巻く環境も依然として厳しいと予想されます。 

　当社が対処すべき課題といたしましては、再度「収益力の再構築への出直し」を図ることがあげられます。前述い

たしました営業戦略を基本とし、提案型取引の充実に努めるとともに、前期に蒔いた新商権・商材の種を大きく育

て収益力を強化する一方、在庫の更なる圧縮を始めとする資産の有効活用を推し進め、安定収益の確保と持続に繋

げてまいります。同時に財務報告に係わる内部統制の整備・充実、リスク・マネジメントの強化、コンプライアンス

の徹底を通して、強固なコーポレート・ガバナンスの構築に努めてまいります。

１．東京市場の集中的攻略

　最大の市場である東京地区を伸長・拡大のターゲットとし、集中的取り組みのための経営資源のシフトを進

めてまいります。 

２．安全性を重視した商品の開発

　当社の強みである原料のトレーサビリティーをより強化し、安心して使える商品の開発を進めます。また、原

料から製品までの一貫取引のスキーム作りを進めてまいります。 

３．新規チャネルとの取り組み強化

　当社の得意商材・ノウハウに加え、安全性を重視した商品により、既存の業界を越えた新たなチャネルとの取

り組みを強化します。

４．有機的な営業活動の連携

　ユニット間の連携の強化により、市場及び顧客のニーズを的確に把握し、商品の機能・付加価値を高め収益力

の向上に努めます。

５．効率的な営業活動の推進

　業務の集約と適正化を推進し、営業活動に伴うコスト・マネジメントの継続・深化に努めます。

６．財務体質の強化

　収益力の拡大・営業資産・負債のコントロールと資産の有効活用により、資金効率を一層高め、更なる収益性

の拡大を図ります。

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

１．為替相場の変動による影響

　当社の取扱商品には海外からの輸入商品が約30％程度含まれております。そのため当社は、為替相場の変動による

リスクに備えるため、常時為替予約等のヘッジ取引を行っております。しかしながら、急激な為替相場の変動リスク

を販売価格に転嫁できない場合、当社の財政状態及び業績は少なからず影響を受ける可能性があります。

　

２．季節変動に関する影響

　当社の主力取扱商品である寝装品、インテリア用品等は主に秋冬物商品であるため上半期の業績は相対的に低調

となる傾向があります。そのため秋冬物商談時期及び暖冬等の季節変動リスクによっては、業績に大きく影響を与

える可能性があります。

　

３．季節商品在庫に関する影響

　当社の主力商品である寝装・インテリア商品の中の季節商品等で販売価格に影響を受ける場合があり、これらを

処分した場合、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。 

　なお、文中における将来に関する事項につきましては、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。当社の財

務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況」の財務諸表の「重要な会計方針」に記載しているとお

りであります。

　当社は、税効果会計、貸倒引当金、投資その他の資産の評価等に関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして、

合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び利益・費用の金額に反映して財

務諸表を作成しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があ

ります。

(2）当事業年度の経営成績及び財政状態の分析

①　経営成績

　当事業年度における経営成績の概況については、「１　業績等の概要　（1）業績」に記載のとおりであります。

②　財政状態

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は、44億35百万円となり、前事業年度末と比較して、35百万円減少しました。

主な減少要因は、売上債権の減少２億43百万円及び在庫の減少２億81百円によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は、10億11百万円となり、前事業年度末と比較して、９百万円減少しました。

主な減少要因は、有形固定資産の減価償却費10百万円によるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は、43億37百万円となり、前事業年度末と比較して、２億59百万円減少しま

した。主な減少要因は、仕入債務の減少１億88百万円及び短期借入金の減少１億円によるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は、４億69百万円となり、前事業年度末と比較して、２億12百万円増加しま

した。主な増加要因は長期借入金の増加２億９百万円によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は、６億40百万円となり、前事業年度末と比較して、１百万円増加しました。そ

の増加要因は、当期純利益の計上による利益剰余金25百万円の増加によるものであります。

　これらの結果、当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べて45百万円減少し、54億46百万円となりました。

　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

　「４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの状況

「１　業績等の概要　（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

②財務政策

　当社は現在、運転資金につきましては、借入により資金調達することとしております。売上債権及び在庫の圧縮等、

資金の効率を高め、財務基盤の健全化を進めていく方針であります。

　当社は、健全な財務状態及び営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力があることにより、当社の成長を

維持するために将来必要となる資金を調達することが可能と考えております。

EDINET提出書類

カネヨウ株式会社(E00551)

有価証券報告書

 8/56



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　記載すべき事項はありません。

　

２【主要な設備の状況】

　平成22年３月末における設備、投下資本額並びに従業員の配置状況は次の通りであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額

従業員数建物及び
構築物

機械及び
装置

土地
その他 合計

面積 金額

㈱カネックス

（兵庫県たつの市）
貸与設備

千円

98,609

千円

1,166

㎡

14,256.37

千円

458,765

千円

2,058

千円

560,600

人

    -

本社

（大阪市中央区）

営業及び統

括業務設備
2,977     -     -     - 4,481 7,459 44(2)

（注）１．兵庫県たつの市の事業所につきましては、子会社㈱カネックスに賃貸しております。

２．本社の建物につきましては賃借しております。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４．従業員数の（　）は、平均臨時雇用者数を外書しております。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,066,208 14,066,208
大阪証券取引所市場

第二部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

いて標準となる株

式であり、単元株式

数は1,000株であり

ます。

計 14,066,208 14,066,208 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和62年10月１日 － 14,066,208 － 703,310 2,114 138,353
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（６）【所有者別状況】

　 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） 1 6 17 33 3     - 1,6741,734 -

所有株式数

（単元）
1 1,909 201 5,674 31     - 6,19014,00660,208

所有株式数の

割合（％）
0.01 13.63 1.44 40.51 0.22    - 44.19100.00    -

（注）１．自己株式25,753株のうち25単元については「個人その他」に、753株については「単元未満株式の状況」に

含めて記載しております。

２．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。

　

（７）【大株主の状況】

　 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

兼松㈱ 東京都港区芝浦１丁目２－１ 4,324 30.74

カネヨウ取引先持株会 大阪市中央区淡路町４丁目２－15 554 3.94

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 490 3.49

大阪証券金融㈱　 大阪市中央区北浜２丁目４－６　 462 3.28

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２丁目27－２ 422 3.00

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 421 3.00

山本富尋　 山梨県甲府市　 282 2.00

ホクシン㈱ 大阪府岸和田市木材町17－２ 281 2.00

宗教法人宝天大同 神戸市北区山田町下谷上字箕谷３－１ 249 1.77

㈱オーノ 堺市南区原山台５丁目15－１ 238 1.69

計 － 7,725 54.92
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　　　　 25,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　     13,981,000 13,981 －

単元未満株式 普通株式　　　　　　　 60,208 － －

発行済株式総数 14,066,208 － －

総株主の議決権 － 13,981 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

カネヨウ株式会社
大阪市中央区淡路町

４丁目２－15
25,000 － 25,000 0.18

計 － 25,000 － 25,000 0.18

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,751 183,209

当期間における取得自己株式     -     -

（注）　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式     -     -     -     -

消却の処分を行った取得自己株式     -     -     -     -

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
    -     -     -     -

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
    -     -     -     -

保有自己株式数 25,753 - 25,753 -

（注）　当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけており、内部留保の充実を図りながら、経

営成績及び財政状態を勘案した成果配分として利益配分を行なうことが基本と考えております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、分配可能額がないため無配としております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 231 171 130 95 74

最低（円） 117 100 41 17 25

（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部における株価によっております。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 59 56 56 51 73 55

最低（円） 48 42 37 46 43 49

（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部における株価によっております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

（代表取締役）
－ 土田　外志建 昭和24年10月15日生

昭和49年４月兼松江商株式会社（現兼松株式会

社）入社

（注）３ 10

平成10年４月同社羊毛合繊原料部部長

平成10年６月当社監査役就任

平成11年10月兼松繊維株式会社転籍経営戦略室

平成12年４月同社経営統括室副室長

平成13年４月同社第一事業部副事業部長

平成13年６月当社監査役就任

平成15年２月KANEMATSU ITALIA S.P.A.社長就任

平成16年４月兼松繊維株式会社執行役員社長補佐

平成19年６月当社顧問就任

平成19年６月当社代表取締役社長就任（現）

取締役
経営企画

室長
郡家　泰造 昭和26年７月18日生

昭和49年４月兼松江商株式会社（現兼松株式会

社）入社

（注）３ 11
平成５年４月 同社大阪アパレル５部２課課長

平成14年４月同社東京監査室室長

平成17年２月当社出向経営企画室長

平成17年６月当社取締役就任経営企画室長（現）

取締役 営業担当 高橋　和也 昭和25年９月７日生

昭和49年４月兼松江商株式会社（現兼松株式会

社）入社

（注）３ 19

平成11年４月同社大阪リビング部部長

平成11年６月当社取締役就任

平成11年10月当社取締役第四事業部長兼東京営業

所長

平成13年４月当社取締役リビング事業部長

平成15年４月当社取締役寝装インテリア事業本部

長

平成19年４月当社取締役営業担当（現）

取締役 職能担当 山成　哲央 昭和25年９月７日生

昭和49年４月当社入社

（注）３ 28

平成４年８月 当社財経部副部長

平成８年７月 当社財経部部長

平成15年６月当社取締役就任財経部部長

平成19年４月当社取締役職能担当（現）

取締役 － 重元　和夫 昭和25年４月16日生

昭和48年４月兼松江商株式会社（現兼松株式会

社）入社

（注）３ －

平成７年10月同社東京本社経理部部長

平成12年６月同社取締役就任

平成15年６月同社常務取締役就任

平成20年６月同社専務取締役就任（現）

平成21年６月

平成22年４月

当社取締役就任（現）

兼松株式会社代表取締役専務就任

（現）

常勤監査役 － 上原　正照 昭和29年１月25日生

昭和51年４月兼松江商株式会社（現兼松株式会

社）入社

（注）４ 3

平成12年５月兼松繊維株式会社転籍

平成15年４月同社岡山繊維部部長

平成17年10月同社審査部

平成20年２月当社入社　業務管理部部長

平成21年６月当社監査役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 － 新納　善郎 昭和24年12月６日生

昭和49年４月農林中央金庫入庫

（注）４ －

平成10年６月同庫ニューヨーク支店長

平成13年６月同庫開発投資部部長

平成15年６月協同リース株式会社常務取締役就任

平成18年６月兼松株式会社監査役就任（現）

平成19年６月当社監査役就任（現）

監査役 － 湊　　晃一 昭和32年12月17日生

昭和57年４月兼松江商株式会社（現兼松株式会

社）入社

（注）４ －

昭和59年４月兼松江商都市開発株式会社（現兼松

都市開発株式会社）出向

平成６年１月 日本環境開発株式会社出向

平成10年６月兼松都市開発株式会社出向

平成13年７月兼松株式会社大阪支社副支社長

（現）

平成21年６月当社監査役就任（現）

　 　 　 　 計 　 71

（注）１．取締役重元和夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役新納善郎および湊晃一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

　氏名 生年月日 　略歴　
所有株式数

（千株）　

　米田　宏己 　昭和９年４月14日

昭和40年４月

　

昭和62年４月

　

平成11年６月

　

大阪弁護士会登録

米田総合法律事務所開業　

大阪弁護士会副会長

近畿弁護士連合会理事

日本弁護士連合会理事

現在に至る　

　－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

　当社は、企業として適法性を確保し社会的責任を果たすとともに、企業価値を高め社会・市場から評価される企

業を目指すことを基本方針としております。そのためホームページを通じてのＩＲ活動、経営方針・経営上の重

要事項に対する意思決定の迅速化を図っております。

　当社の企業統治の体制の概要は以下のとおりであります。

取締役会

　取締役会は取締役５名で構成され、毎月１回定例及び必要に応じ適時開催し、経営方針等の重要事項に関す

る意思決定を行なっております。

　なお、当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

　

監査役会

　当社は監査役制度を採用しております。監査役会は３名で構成され、１名は常勤監査役であり２名が社外監

査役であります。監査役は取締役会への出席を通じて取締役の業務執行を監査しております。

　

経営会議

　経営会議は取締役５名で構成され、毎週１回定例及び必要に応じ適時開催し、経営方針等の重要事項に関す

る意思決定を行なうと同時に、取締役会付議事項の審議を行なっております。

　

内部監査チーム

　内部監査チームは職能担当及び経営企画室を中心とし、案件毎にチームを構成し、定期的に社内各部門の監

査を実施し、改善・改良の指示をしております。

　

（会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表）
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・企業統治の体制を採用する理由

　当社では、経営の基本方針その他重要事項を迅速に決定し、業務執行状況の指揮・指導にあたることを目的に、

会社の機関として取締役会のみならず経営会議を組織し、週１回以上開催しております。

　また、取締役の職務執行を監査する体制として、監査役制度を採用しております。監査役会は３名で構成され、１

名は常勤監査役であり２名が社外監査役であります。非常勤監査役２名を含む３名の監査役による監査は有効に

機能しており、社内および子会社監査を適時実施するとともに、取締役会の他、経営会議、その他重要会議または

委員会に出席しております。

　さらに、法令遵守の重要性を鑑み、コンプライアンス体制を整備し、同情報を得やすくするとともに、役員、従業

員が業務執行上常に遵法意識を持つことを推進しています。同時に顧問弁護士、公認会計士には適法性の観点か

ら経営、業務執行全般に対し適時必要なアドバイスを受けております。

　なお、会社と社外取締役、社外監査役、顧問弁護士、公認会計士との人的関係、資本関係または取引関係その他の

利害関係はありません。

　

・内部統制システムの整備の状況

　当社に内在するリスクを総合的に評価し、業務の有効性・効率性を追求するとともに財務報告の信頼性を確保

するため、内部統制委員会を設置し、内部統制システムを構築して参ります。

　体制の整備の状況は以下のとおりであります。

　情報管理につきましては、会計帳簿および、貸借対照表ならびに会社の基本的権利に関する契約および財産に関

する証書、その他これに準ずる文書の保管、保存および破棄に関する基準を定めております。また、会社の重要な

資産としての情報保全管理、個人情報保護などコンプライアンスとしての情報保全管理を目的として、社内ネッ

トワーク利用規定を定め情報セキュリティ強化も図っております。　

　業務上発生し得るリスクに対しては、職務権限規定ならびに組織・業務分掌規定に基づきそれぞれ担当部署を

定め、社内規定やガイドラインを制定、研修などを通じて周知徹底を図っております。また、必要に応じ社内横断

的な委員会を設置し、リスクのコントロールを行っています。

　ビジネスリスク極小化のため、職務権限規定に基づいた社内稟議体制を構築しており、投資リスクをコントロー

ルし、財務経理規定に基づき相場リスクを、審査法務規定に基づき信用リスクを、横断的委員会の一つである新規

商材取扱承認委員会に基づき商品リスクをそれぞれコントロールしております。

　コンプライアンスについては、企業の法令遵守の重要性に鑑み、コンプライアンス委員会を設置し、社内コンプ

ライアンス体制の強化を図っております。コンプライアンスマニュアルを整備し、経営トップから全従業員まで

に周知徹底しております。

　また、コンプライアンス委員会への情報集中を一段と強化し、直接報告・相談ができるホットライン制度も導入

しております。　

　会計記録の適正を期するとともに、業務が適正に遂行されているか監視するために、監査役監査基準を定め、案

件毎に内部監査チームを構成し、内部監査を実施しております。

　

・リスク管理体制の整備の状況

　当社は、法令遵守とリスク管理の重要性を鑑み、コンプライアンス体制を整備し、「コンプライアンス委員会」

を設置するとともにコンプライアンスマニュアルを作成し、同情報を得やすくするとともに、役員、従業員が業務

執行上常に遵法意識を持つことを推進しております。また、クレーム、新商品等を含むリスクに関する情報を業務

管理部に集約し、重要な事項は業務管理部から取締役会に報告し、取締役会で対応を審議・決定することとして

おります。

　　

②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査及び監査役監査の組織は、　内部監査チームと監査役会からなり、内部監査チームは長年にわた

り経理実務を経験している財経部部長兼任の職能担当及び経営企画室を中心とし、案件毎にチームを構成し、定

期的に社内各部門の監査を実施し、改善・改良の指示をしております。

　監査役会は３名で構成され、１名は常勤監査役であり２名が社外監査役であります。監査役は取締役会への出席

を通じて取締役の業務執行を監査しております。

　また、監査役は監査役会で定められた業務分担及び監査計画に基づいて、取締役会、経営会議等の重要会議に出

席するほか、重要な決裁書類を閲覧し、または業務に関する報告を受け監査を遂行しております。また、内部監査

チーム及び会計監査人の監査結果について報告を受け、連携を図っております。
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③　社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。　

　社外取締役及び社外監査役の企業統治に果す役割と機能については、経営監視に必要な独立性が確保できる

人材を登用し、業務執行を担う経営陣をその執行と法令順守について監視すことであります。　

　社外取締役重元和夫は、当社と人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　社外監査役新納善郎および湊晃一は、当社と人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

　社外取締役である重元氏は、経営全般において豊富な経験を有しており、当社の経営判断に関し、適切なアド

バイスを受け、且つ経営判断の透明性を確保するため社外取締役として選任しております。

　また、社外監査役である新納氏は金融関係業務で培った幅広い実務経験による財務、会計に関する高い見識を

有しており、取締役の職務執行の適法性確保に監査機能を発揮していただくため社外監査役として選任してお

ります。同氏は主要株主の監査役であるものの、社外監査役であり、業務執行者ではないこと、又、当社の主要取

引金融機関の業務執行者でありましたが、既に退任して数年が経過しており、一般株主と利益相反が生じるお

それがなく独立した立場からの監督という役割及び機能は十分に確保されていると考え独立役員として指定

しております。

　同じく、社外監査役である湊氏はこれまで培ってきたビジネス経験と幅広い見識を有しており、取締役の職務

執行の適法性確保に監査機能を発揮していただくため社外監査役として選任しております。

　社外監査役は定期的に開催される監査役会に出席するとともに、毎月開催される取締役会および臨時取締役

会にも出席するなど、経営の透明性確保と経営監視・監査の機能を高めるための活動を行っております。

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定め

る最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が

責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　

④　会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

　

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員
谷上　和範

新日本有限責任監査法人
前川　英樹

注１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　２．同監査法人は、すでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与す

る事のないよう措置をとっております。

　

監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士５名　　その他６名

　　

⑤　自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定

款に定めております。これは、資本政策の機動的な遂行を目的とするものであります。

　　

⑥　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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⑦　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円）

対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 退職慰労金　

取締役

（社外取締役を除く。）
　17,944 17,944 6,895　 4

監査役

（社外監査役を除く。）
8,971 8,971 1,505　 2

　

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

21,600 3 使用人としての給与であります。

　

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関し、株主総会で限度額を決議しており、その範囲内で決

定しております。

　

⑧　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

８銘柄　135,823千円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 47,000 23,030取引関係強化

ホクシン㈱ 100,000 13,700グループ会社株式

㈱池田泉州ホールディングス 35,200 5,984取引関係強化

ダイワボウホールディングス㈱ 27,915 5,415取引関係強化

㈱千趣会 1,000 504取引関係強化

　　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

14,500 － 14,500 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項ありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等の非監査業務に対して支払っている報酬はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　監査報酬の決定方針に関しましては、公認会計士の監査工数を基にした監査報酬の見積もりに対し、監査役会の

同意を得た上で決定しております。
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第５【経理の状況】
１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）については、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）については、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで）及び、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査

法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、

子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務

諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　

資産基準 0.1％

売上高基準 1.0％

利益基準 1.9％

利益剰余金基準 0.8％

※　会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

　該当事項はありません。

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 244,251 ※1
 867,966

受取手形 ※1
 1,734,583

※1
 1,513,180

売掛金 1,326,770 1,304,201

商品 985,470 703,913

前払費用 17,520 12,805

短期貸付金 100,542 3,491

その他 80,800 50,348

貸倒引当金 △18,413 △20,050

流動資産合計 4,471,525 4,435,857

固定資産

有形固定資産

建物 444,057 446,037

減価償却累計額 △337,172 △344,331

建物（純額） ※1
 106,884

※1
 101,705

構築物 23,929 23,929

減価償却累計額 △22,266 △22,561

構築物（純額） 1,663 1,367

機械及び装置 36,245 36,245

減価償却累計額 △34,716 △35,079

機械及び装置（純額） 1,529 1,166

車両運搬具 1,836 2,676

減価償却累計額 △1,781 △1,891

車両運搬具（純額） 55 784

工具、器具及び備品 53,386 53,386

減価償却累計額 △47,820 △49,667

工具、器具及び備品（純額） 5,566 3,718

土地 ※1, ※2
 458,765

※1, ※2
 458,765

リース資産 － 3,132

減価償却累計額 － △469

リース資産（純額） － 2,662

有形固定資産合計 574,463 570,170

無形固定資産

ソフトウエア 7,033 3,540

電話加入権 3,395 3,395

無形固定資産合計 10,429 6,936

投資その他の資産

投資有価証券 137,610 135,823

関係会社株式 211,084 208,506
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（単位：千円）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

出資金 1,423 1,443

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 2,618 1,767

破産更生債権等 260,333 86,047

長期前払費用 1,754 450

その他 42,250 46,099

貸倒引当金 △221,293 △46,215

投資その他の資産合計 435,780 433,921

固定資産合計 1,020,673 1,011,028

資産合計 5,492,199 5,446,886

負債の部

流動負債

支払手形 1,652,311 1,504,335

買掛金 611,005 570,192

短期借入金 ※1
 2,050,000

※1
 1,950,000

1年内返済予定の長期借入金 50,000 ※1
 117,764

未払金 94,121 95,564

未払費用 8,755 8,328

未払法人税等 2,586 2,876

未払消費税等 46,270 27,243

繰延税金負債 15,671 2,460

預り金 20,522 17,507

1年内返還予定の預り保証金 33,824 31,203

賞与引当金 11,300 9,700

その他 202 －

流動負債合計 4,596,572 4,337,176

固定負債

長期借入金 － ※1
 209,837

リース債務 － 2,662

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 185,482

※2
 185,482

役員退職慰労引当金 19,845 23,730

その他 51,354 47,747

固定負債合計 256,681 469,458

負債合計 4,853,254 4,806,635
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（単位：千円）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 703,310 703,310

資本剰余金

資本準備金 138,353 138,353

資本剰余金合計 138,353 138,353

利益剰余金

利益準備金 93,300 93,300

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △579,064 △553,419

利益剰余金合計 △485,764 △460,119

自己株式 △1,962 △2,146

株主資本合計 353,936 379,398

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11,275 △15,973

繰延ヘッジ損益 23,083 3,624

土地再評価差額金 ※2
 273,201

※2
 273,201

評価・換算差額等合計 285,008 260,852

純資産合計 638,944 640,250

負債純資産合計 5,492,199 5,446,886
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 10,389,394 9,282,588

売上原価

商品期首たな卸高 1,110,888 985,470

当期商品仕入高 9,578,394 8,351,765

合計 10,689,283 9,337,235

商品期末たな卸高 985,470 703,913

商品売上原価 9,703,813 8,633,321

売上総利益 685,580 649,266

販売費及び一般管理費 ※2
 767,886

※2
 584,125

営業利益又は営業損失（△） △82,305 65,141

営業外収益

受取利息 2,925 2,086

受取配当金 1,419 821

受取賃貸料 ※1
 23,400

※1
 18,480

その他 2,132 300

営業外収益合計 29,877 21,688

営業外費用

支払利息 74,142 56,986

賃貸収入原価 18,601 17,435

その他 1,332 260

営業外費用合計 94,076 74,682

経常利益又は経常損失（△） △146,505 12,147

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 14,447

特別利益合計 － 14,447

特別損失

関係会社株式評価損 216,998 －

特別損失合計 216,998 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △363,504 26,595

法人税、住民税及び事業税 950 950

法人税等調整額 － －

法人税等合計 950 950

当期純利益又は当期純損失（△） △364,454 25,645
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 703,310 703,310

当期末残高 703,310 703,310

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 138,353 138,353

当期末残高 138,353 138,353

資本剰余金合計

前期末残高 138,353 138,353

当期末残高 138,353 138,353

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 93,300 93,300

当期末残高 93,300 93,300

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △214,610 △579,064

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △364,454 25,645

当期変動額合計 △364,454 25,645

当期末残高 △579,064 △553,419

利益剰余金合計

前期末残高 △121,310 △485,764

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △364,454 25,645

当期変動額合計 △364,454 25,645

当期末残高 △485,764 △460,119

自己株式

前期末残高 △1,557 △1,962

当期変動額

自己株式の取得 △405 △183

当期変動額合計 △405 △183

当期末残高 △1,962 △2,146

株主資本合計

前期末残高 718,795 353,936

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △364,454 25,645

自己株式の取得 △405 △183

当期変動額合計 △364,859 25,462

当期末残高 353,936 379,398
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △61,861 △11,275

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

50,585 △4,697

当期変動額合計 50,585 △4,697

当期末残高 △11,275 △15,973

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △17,092 23,083

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

40,175 △19,459

当期変動額合計 40,175 △19,459

当期末残高 23,083 3,624

土地再評価差額金

前期末残高 273,201 273,201

当期末残高 273,201 273,201

評価・換算差額等合計

前期末残高 194,247 285,008

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

90,761 △24,156

当期変動額合計 90,761 △24,156

当期末残高 285,008 260,852

純資産合計

前期末残高 913,042 638,944

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △364,454 25,645

自己株式の取得 △405 △183

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 90,761 △24,156

当期変動額合計 △274,097 1,306

当期末残高 638,944 640,250
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △363,504 26,595

減価償却費 10,588 10,244

無形固定資産償却費 4,012 3,493

長期前払費用償却額 2,067 1,345

貸倒引当金の増減額（△は減少） 151,461 △173,441

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,000 △1,600

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 3,885

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △1,827 －

関係会社株式評価損 216,998 －

受取利息及び受取配当金 △4,344 △2,908

支払利息 74,142 56,986

売上債権の増減額（△は増加） 319,236 243,972

破産更生債権等の増減額（△は増加） △178,629 174,286

たな卸資産の増減額（△は増加） 125,418 281,556

仕入債務の増減額（△は減少） △255,996 △188,789

その他 32,081 △28,879

小計 129,704 406,748

利息及び配当金の受取額 4,437 2,900

利息の支払額 △73,433 △58,073

法人税等の支払額 △939 △944

営業活動によるキャッシュ・フロー 59,769 350,631

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,518 △2,820

無形固定資産の取得による支出 △1,818 －

投資有価証券の取得による支出 △1,366 －

投資有価証券の売却による収入 － 5,105

長期貸付金の回収による収入 936 851

その他 998 △7,132

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,767 △3,995

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 △100,000

長期借入れによる収入 － 370,000

長期借入金の返済による支出 △50,000 △92,399

自己株式の取得による支出 △405 △183

その他 △9,528 △469

財務活動によるキャッシュ・フロー △209,934 176,947

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 192

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △153,932 523,777

現金及び現金同等物の期首残高 498,121 344,189

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 344,189

※1
 867,966
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　 (2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

　 (3）たな卸資産

商品

　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性低下に基づく

簿価切り下げの方法）

(3）たな卸資産

商品

同左

　 （会計方針の変更）

　通常の販売目的で保有する棚卸資産

については、従来移動平均法による原

価法によっておりましたが、当事業年

度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、

移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性低下に基づく簿

価切り下げの方法）により算定してお

ります。これによる当事業年度の営業

損失、経常損失及び税引前当期純損失

に与える影響は軽微であります。

－　

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物

定額法（主な耐用年数７年～26年）

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物

同左

　 建物以外

定率法

建物以外

同左

　 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 (3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

(3）リース資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支給に備えるため、賞

与支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

　 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規定に基づく期末要支給

額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

４．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引は、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債務について振当処理を

行っております。

(1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引は、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務について振当処理

を行っております。

　 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

為替予約取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

同左

　 （ヘッジ対象）

　輸入取引により生じる外貨建金銭債務

（ヘッジ対象）

　輸出入取引により生じる外貨建金銭債

権債務

　 (3）ヘッジ方針

　為替リスクの低減のため、対象債務及び

成約高の範囲内でヘッジを行っておりま

す。

(3）ヘッジ方針

　為替リスクの低減のため、対象債権債務

及び成約高の範囲内でヘッジを行ってお

ります。

　 (4）ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約は振当処理しております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 (5）その他リスク管理方法の内ヘッジ会計

に係るもの

　デリバティブ取引の執行・管理につい

ては、取引権限及び取引限度額を定めた

社内ルールに従い、資金担当部門が決裁

担当者の承認を得て行っております。

(5）その他リスク管理方法の内ヘッジ会計

に係るもの

同左

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜き方式に

よっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

　

 　

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はありません。

－

  

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増減

額」は、当期において、金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。

　なお、当期の「その他」に含まれている「未収入金の増減

額」の金額は4,116千円であります。

（キャッシュ・フロー計算書）

　投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の

取得による支出」は、当期において、金額的重要性が乏しく

なったため「その他」に含めております。

　なお、当期の「その他」に含まれている「投資有価証券の

取得による支出」の金額は18千円であります。

  

【追加情報】
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

－ （金融商品に関する会計基準）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第19号　平成20年3月10日）を適用しております。

　

（賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準）

　当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関す

る会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20

年11月28日）を適用しております。

　

  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

*１　このうち *１　このうち

受取手形 1,153,444千円 　

建物 101,918千円 （帳簿価額）

土地 458,765千円 （　 〃　 ）

計 1,714,128千円 （　 〃　 ）

預金　

受取手形

133,348千円　

1,006,726千円

　

建物 97,241千円 （帳簿価額）

土地 458,765千円 （　 〃　 ）

計 1,696,081千円 （　 〃　 ）

　は、短期借入金1,350,000千円の担保に供しておりま

す。

　は、短期借入金1,350,000千円及び１年内返済予定の長

期借入金14,160千円及び長期借入金46,400千円の担保

に供しております。

*２　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（平成13年３月31日改正）に基づ

き、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」

として計上しております。

*２　同左

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定

資産税課税標準額と第２条第５号に定める不動産鑑

定士による鑑定評価額を勘案し算出しております。

　

再評価を行った年月日　平成14年３月31日 　

３　受取手形割引高 50,048千円 ３　受取手形割引高 1,883千円

なお、受取手形割引高に含まれる輸出貿易信用状取

引における銀行間決済未済の銀行手形買取残高は

1,883千円であります。　
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

*１　関係会社に係る注記

　各科目に含まれている関係会社に対するものは次の通

りであります。

*１　関係会社に係る注記

　各科目に含まれている関係会社に対するものは次の通

りであります。

受取賃貸料 23,400千円 受取賃貸料 18,480千円

*２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

*２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 29,928

給料・賞与 305,404

賞与引当金繰入額 11,300

福利厚生費 52,796

旅費通信費 50,735

交際費 2,029

賃借料 61,882

広告宣伝費 250

手数料 23,025

減価償却費 2,811

貸倒引当金繰入額 154,103

諸税金 8,074

役員報酬 26,915　

給料・賞与 301,759　

賞与引当金繰入額 9,700　

役員退職慰労引当金繰入額　 8,400

法定福利費 38,437　

旅費通信費 48,846　

交際費 1,610　

賃借料 54,807　

広告宣伝費 170　

手数料 20,096　

減価償却費 2,498　

諸税金 7,817　

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式数 　 　 　 　

普通株式 14,066,208 － － 14,066,208

合計 14,066,208 － － 14,066,208

自己株式 　 　 　 　

普通株式 13,001 9,001 － 22,002

合計 13,001 9,001 － 22,002

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加9,001株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式数 　 　 　 　

普通株式 14,066,208　 －　 －　 14,066,208　

合計 14,066,208　 －　 －　 14,066,208　

自己株式 　 　 　 　

普通株式 22,002　 3,751　 －　 25,753　

合計 22,002　 3,751　 －　 25,753　

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加3,751株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

*１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

*１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 244,251千円

短期貸付金 99,938千円

現金及び現金同等物 344,189千円

現金及び預金 867,966　千円

現金及び現金同等物 867,966　千円

  

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア）有形固定資産

　主として、ホストコンピュータ及びコンピュータ端

末機（「工具、器具及び備品」）であります。

(イ）無形固定資産

　ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

①　リース資産の内容

(ア）有形固定資産

同左

　

(イ）無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

同左 

　 　

　 　

  

（金融商品関係）

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針　

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により運転資金を調達

しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク　

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券及び関係会社株式は主にその他有価証券であり、市場価格の変動リスクに晒されています。

営業債務である支払手形及び買掛金はそのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建て

のものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしておりま

す。　

借入金の使途は運転資金であり、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効

性評価の方法等については、前述の重要な会計方針「４.ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、審査法務規定に従い、業務管理部が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引先ごとに残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため、信用リス

クはほとんどないと認識しております。　
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②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先

物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券及び関係会社株式については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握し、保有状況を継続的に見直しております。　

　デリバティブの執行・管理については内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行出来なくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき財経部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参照）。

　 貸借対照表計上額

（千円）　
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 867,966 867,966 - 

(2)受取手形 　 　 　

貸借対照表計上額 1,513,180　 　 　

貸倒引当金　 △6,566　 　 　

貸倒引当金控除後金額　 1,506,614 1,506,614 -　　

(3)売掛金 　 　  

貸借対照表計上額 1,304,201　 　 　

貸倒引当金　 △13,313　 　 　

貸倒引当金控除後金額 1,290,887 1,290,887  -

(4)投資有価証券 　48,633 　48,633 - 

(5)関係会社株式 　198,506 　198,506 - 

　資産計　 3,912,607　3,912,607　 　-  　　 　

(1)支払手形 1,504,335 1,504,335 - 

(2)買掛金 570,192 570,192 - 

(3)短期借入金 1,950,000 1,950,000 - 

(4)１年内返済予定の長期借入金　 　117,764 　  117,831  　 △67  　

(5)長期借入金 209,837 210,520 △683 

　負債計 4,352,128　4,352,879　   △750  　

 デリバティブ取引(*) 6,084 6,084 - 

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（　）で表示しております。

　

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

  資　産　

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)投資有価証券、(5)関係会社株式

これらの時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事

項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。
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　負　債　

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。　

(4)１年内返済予定の長期借入金、(5)長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

　デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

　

 　　　２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式

　　その他有価証券　

　　子会社株式　

　

87,190　

10,000　　　　　　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することがきわめて困難と認められることから

「(4)投資有価証券、(5)関係会社株式」には含めておりません。

　

　

 　　　３.金銭債権の決算日後の償還予定額

　 １年以内

（千円）　

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超　　

（千円）

現金及び預金 866,230 - - -

受取手形 1,513,180 - - -

売掛金 1,304,201 -  - -

合計 3,683,611　 　- - -

　

 　　　４.長期借入金の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

株式 9,472 14,248 4,776

小計 9,472 14,248 4,776

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

株式 253,308 237,256 △16,052

小計 253,308 237,256 △16,052

合計 262,780 251,504 △11,276

（注）　当事業年度において、有価証券について216,998千円（その他有価証券で時価のある株式216,998千円）減損処

理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。

　

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

5,105 1,827 －

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 貸借対照表計上額（千円） 摘要

(1）その他有価証券 　 　

非上場株式 87,190 　

(2）子会社株式 10,000 　

合計 97,190 　

　

４．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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当事業年度（平成22年３月31日現在）

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式10,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。　

　

２．その他有価証券

　 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

株式 11,903 9,804 2,098

小計 11,903 9,804 2,098

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

株式 235,236 253,308 △18,072

小計 235,236 253,308 △18,072

合計 247,139 263,112 △15,973

（注）　非上場株式（貸借対照表計上額　87,190千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

(1）取引の内容及び利用目的

　当社は外貨建金銭債務に係る為替変動リスクを回避するため、為替予約取引を利用しております。

　なお、デリバティブ取引に対してヘッジ会計を行っております。

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・支払手形

②　ヘッジ方針

　為替リスクの低減のため、対象債務及び成約高の範囲内でヘッジを行っております。

③　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約は振当処理しております。

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為替リスクを回避することを目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

(3）取引に係るリスクの内容

　為替予約取引は為替の変動によるリスクを有しております。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信

用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(4）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決

裁担当者の承認を得て行っております。
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２．取引の時価等に関する事項

　該当事項はありません。

　なお、為替予約取引についてはヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。

　

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　通貨関連

ヘッジ会計の

方法
　取引の種類 　主なヘッジ対象

　当事業年度（平成22年３月31日）

契約額等

（千円）　

契約額等の

うち１年超

（千円）　

時価

（千円）　

原則的処理方法

　　

 為替予約取引

　売建　

　　米ドル

 

　外貨建

　予定取引

　

　

　12,202 　

　

　

　－ 

　

　

　394 　　

　　計 　 　12,202 　－ 　394 

　買建

　　米ドル

　　ユーロ

　

　外貨建

　予定取引　

　

　414,029 

　58,967 

　

　－ 

　－ 

　

　6,501 

△811 

　　計 　 472,996 － 5,689 

為替予約等の振当処

理　

　買建

　　米ドル

　　ユーロ　

　

　支払手形　

　支払手形

　　

　594,831 

　44,894 

　

　－ 

　－ 

　　

　－ 

－ 

　　計  　639,725 　－ 　－ 

　（注）時価の算定方法

原則的処理によるものは、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。為替予約

等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている支払手形と一体として処理されているため、その

時価は、当該支払手形の時価に含めて記載しております。　

　

（退職給付関係）

前事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

当事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、平成17年１月より確定拠出型年金制度へ移行し

ております。

１．採用している退職給付制度の概要

同左

２．退職給付費用に関する事項 ２．退職給付費用に関する事項

確定拠出型年金への掛金支払額 12,265千円 確定拠出型年金への掛金支払額 11,465千円
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

当事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　 （千円）

（繰延税金資産） 　

貸倒引当金限度超過額 51,091

賞与引当金限度超過額 4,569

役員退職慰労引当金限度超過額 8,024

未払事業税 654

有価証券評価損 89,855

その他投資評価損 1,010

出資金評価損 3,630

棚卸資産評価損 7,292

未払事業所税 276

その他有価証券評価差額金 4,559

繰越欠損金 291,206

計 462,172

評価性引当額 △462,172

繰延税金資産計 －

（繰延税金負債） 　

繰延ヘッジ利益 15,671

繰延税金負債計 15,671

　 （千円）

（繰延税金資産） 　

貸倒引当金限度超過額 7,622

賞与引当金限度超過額 3,922

役員退職慰労引当金限度超過額 9,595

未払事業税 772

有価証券評価損 90,663

その他投資評価損 1,010

出資金評価損 3,630

棚卸資産評価損 8,172

未払事業所税 282

その他有価証券評価差額金 6,459

繰越欠損金 320,851

計 452,984

評価性引当額 △452,984

繰延税金資産計 －

（繰延税金負債） 　

繰延ヘッジ利益 2,460

繰延税金負債計 2,460

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　当事業年度は、税引前当期純損失となったため記載して

おりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率　 　40.4%

（調整）　 　

交際費等の損金不算入 2.5　

住民税均等割 3.6　

評価性引当額の増減 △42.7　

その他 △0.2　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.6　

　

　

（持分法損益等）

（前事業年度）（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（当事業年度）（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　該当事項はありません。
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（賃貸等不動産関係）

（当事業年度）（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　当社では兵庫県において、賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。平成22年３月期における当該賃貸

不動産に関する賃貸損益は1,044千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であり

ます。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　貸借対照表計上額（千円） 　当事業年度末の時価

（千円）　　前事業年度末残高 　当事業年度増減 　当事業年度末残高

　562,347 　△4,972 　557,374 　510,000 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は建物の補修1,980千円であり、主な減少は減価償却費（6,952千

円）であります。

３．当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱カネックス
兵庫県

たつの市

(千円)

10,000

物流センターの

管理運営・不動

産の賃貸管理

（所有）

直接 100％

有形固定資産

の賃貸、商品

の保管・配送

賃貸収入
(千円)

23,400
－ －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

上記の取引については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。

　

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　関連当事者との取引

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱カネックス
兵庫県

たつの市

(千円)

10,000

物流センターの

管理運営・不動

産の賃貸管理

（所有）

直接 100％

有形固定資産

の賃貸、商品

の保管・配送

賃貸収入
(千円)

18,480
－ －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

上記の取引については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

当事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 45.50円

１株当たり当期純利益金額 △25.94円

１株当たり純資産額 45.60円

１株当たり当期純利益金額 1.83円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

同左

（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前事業年度

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

当事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）金額 　 　

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △364,454 25,645

普通株主に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△364,454 25,645

期中平均株式数（株） 14,048,732 14,043,308
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

（投資有価証券）

（その他有価証券）
　 　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 47,000 23,030

ダイワボウホールディングス㈱ 27,915 5,415

㈱千趣会 1,000 504

ホクシン㈱ 100,000 13,700

㈱池田泉州ホールディングス 35,200 5,984

蔭山㈱ 30,000 86,190

その他（２銘柄） 60 1,000

計 241,175 135,823

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 444,0571,980 － 446,037344,3317,158101,705

構築物 23,929 － － 23,92922,561 295 1,367

機械及び装置 36,245 － － 36,24535,079 362 1,166

車両運搬具 1,836 840 － 2,676 1,891 110 784

工具、器具及び備品 53,386 － － 53,38649,667 1,847 3,718

土地 458,765 － － 458,765 － － 458,765

リース資産 － 3,132 － 3,132 469 469 2,662

有形固定資産計 1,018,2205,952 － 1,024,172454,00110,244570,170

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア 18,365 － － 18,36514,824 3,493 3,540

電話加入権 3,395 － － 3,395 － － 3,395

無形固定資産計 21,760 － － 21,76014,824 3,493 6,936

長期前払費用 3,054 － － 3,054 2,603 1,345 450

繰延資産 － － － － － － －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,050,0001,950,000 2.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 50,000 117,764 2.1 －

１年以内に返済予定のリース債務　　 － 626 － －　

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ 209,837 2.1 平成24年～26年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ 2,035 － 平成26年　

その他有利子負債 724,602 744,380 1.7 －

合計 2,824,6023,024,644 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸

借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

　
１年超２年以内

（百万円）　

２年超３年以内

（百万円）　

３年超４年以内

（百万円）　

４年超５年以内

（百万円）　

長期借入金 　105,264 60,853　 34,440　 9,280　

リース債務 626　 626　 626　 156　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金　（注） 239,707 66,265 176,246 63,461 66,265

賞与引当金 11,300 9,700 11,300 － 9,700

役員退職慰労引当金 19,845 8,400 4,515 － 23,730

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び回収不能額の見直し等に

よる取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,736

預金 　

当座預金 424,046

普通預金 18,835

通知預金 230,000

定期預金 60,000

別段預金 133,348

小計 866,230

合計 867,966

　

２）受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

西川産業㈱ 161,215

㈲ダイテック 144,722

三共生興アパレルファッション㈱ 91,707

㈱ニッセン 90,756

藤田㈱ 51,757

その他 973,021

合計 1,513,180

　

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年４月 491,159

５月 409,260

６月 304,323

７月 232,828

８月 71,454

９月 3,054

10月以降 1,099

合計 1,513,180
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３）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱マイカル 119,349

西川産業㈱ 55,371

㈱ニッセン 48,068

蔭山㈱ 41,038

ニチモウ㈱ 39,900

その他 1,000,473

合計 1,304,201

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

×100
(A)＋(B)

(A)＋(D)

２

(B)

365

1,326,7709,740,3999,762,9681,304,201 88.2 49

（注）　上記金額には消費税等が含まれております。

　

４）商品

品名 金額（千円）

寝装品 241,534

インテリア用品 234,074

寝装原料 79,747

産業用資材 51,399

ニット反物 43,375

その他 53,782

合計 703,913

　

②　固定資産

１）関係会社株式

区分 金額（千円）

兼松㈱ 198,506

㈱カネックス 10,000

合計 208,506
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③　流動負債

１）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱オーノ 100,362

日本敷物製造㈱ 54,662

和繊工業㈱ 36,025

井嶋織物工業 25,301

日本クリニック㈱ 22,705

その他 1,265,277

合計 1,504,335

　

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年４月 396,200

５月 415,784

６月 308,112

７月 240,400

８月 125,832

９月以降 18,005

合計 1,504,335

　

２）買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ダイワボウノイ㈱ 54,187

東レ㈱ 44,139

東洋紡スペシャルティズトレーディング㈱ 29,019

日本敷物製造㈱ 26,748

東洋紡績㈱ 25,818

その他 390,279

合計 570,192
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（３）【その他】

当該事業年度における四半期情報

　
第１四半期

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

第２四半期
自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

第３四半期
自平成21年10月１日
至平成21年12月31日

第４四半期
自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 1,958,047 2,362,446 2,899,286 2,062,807

税引前四半期純損益金額

（△は損失）（千円）
△34,418 26,508 47,605 △13,099

四半期純損益金額（△は

損失）（千円）
△34,668 26,258 47,355 △13,299

１株当たり四半期純損益

金額（△は損失）（円）
△2.47 1.87 3.37 △0.95

　

EDINET提出書類

カネヨウ株式会社(E00551)

有価証券報告書

51/56



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪支店代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告の掲載方法 電子公告（ホームページアドレス　http://www.kaneyo-net.co.jp/koukoku/）（注）１．

株主に対する特典 なし

（注）１．事故、その他やむを得ない事由により掲載出来ない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得

を請求する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式又は募集新株予約券の割り当てをうける権利

を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の親会社等である兼松株式会社は、東京証券取引所に上場しており、継続開示会社であります。

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書の提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第77期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月26日近畿財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月26日近畿財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書　

（第78期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月12日近畿財務局長に提出

（第78期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日近畿財務局長に提出

（第78期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月５日近畿財務局長に提出

　

EDINET提出書類

カネヨウ株式会社(E00551)

有価証券報告書

53/56



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

カネヨウ株式会社(E00551)

有価証券報告書

54/56



　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

　
平成21年６月26日

カネヨウ株式会社
取締役会　　御中

　

新日本有限責任監査法人
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 谷上　　和範　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 前川　　英樹　　印

　

　

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているカネヨウ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第７７
期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー
計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責
任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め
ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に
よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査
法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、カネヨウ株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、カネヨウ株
式会社の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制
を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立
場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報
告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準
拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎
として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った
記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、カネヨウ株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である
と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部
統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

　
平成22年６月29日

カネヨウ株式会社
取締役会　　御中

　

新日本有限責任監査法人
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 谷上　　和範　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 前川　　英樹　　印

　

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるカネヨウ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第７８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カネヨウ株式

会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、カネヨウ株式会社の平成２２

年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、カネヨウ株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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